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１．若年者の技能形成問題

2007年問題に代表される高度な技能継承問題のほ

かに，若年者の技能継承が問題になっている。それ

は，ニートやフリーターに代表されるキャリア形成

上一貫しない短期雇用を繰り返す者が，それぞれの

ライフステージにふさわしい職業能力を形成できな

い問題だ。この問題は，平成15年６月に文部科学大

臣・厚生労働大臣・経済産業大臣・経済財政政策担

当大臣が共同で公表した「若者自立・挑戦プラン」

で，行政上の政策として位置づけられた。プランで

は「．．．このような状況が続けば，若者の職業能力

の蓄積がなされず，中長期的な競争力・生産性の低

下といった経済基盤の崩壊」を招くと指摘し，「．．．

官民一体となって総合的な人材対策を強化する」と

政策推進の決意を示した。

本稿では，プランに示された若年者に対する「総

合的な人材対策」の一視点として「職業能力評価制

度」に注目する。若年者の能力形成問題の先輩国で

ある英国の資格制度を参考にしながら，わが国の

「職業能力評価制度」を整備する視点を示したい。次

章で，英国の資格制度が若年者の能力開発に活用さ

れている状況を紹介する。その後，わが国の職業能

力評価制度の現状を紹介し，最後にインフラとして

の職業能力評価制度整備の方向性を示す。

２．英国の職業資格制度と職業能力開発制度

２.１　全国資格枠組

英国の職業能力開発制度の中心には，資格制度が

ある。資格は全国資格枠組（National Qualification

Framework）で大きく３分類され，それぞれの関係

が示されている。３分類の第１は，学校教育で取得

する科目ごとの学力証明（GCSE・Ａ levelなど） や

高等教育の卒業資格や学位などの一般教育資格

（General Qualification）である。第２は，教育機関で

の教育や試験を受験することで取得する職業に関連

する資格（GNVQ: General NVQ）。第３は，職場で

の実習を通じて取得する職業資格（NVQ: National

Vocational Qualification）である。表１に示す全国資

格枠組は2004年９月以前のものである。現在はレベ

ルを細分化する改訂が行われている。一般教育資格，

職業関連資格，職業資格の関係が以前の枠組のほう
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がわかりやすいので，本稿では，あえて古い全国資

格枠組を示す。

２.２　訓練と資格の関係

英国では全国資格枠組みの整備とともに，学校卒

業後の公費の支出を伴う職業能力開発は，全国資格

枠組の資格取得を基準とした訓練として実施してい

る。その種類は，継続教育（Further Education）と

職場訓練（Work Base Learning）である。資格の組

み合わせにより訓練課程が構成され，フルタイム，

パートタイムの訓練課程があり，訓練期間も長短の

ものがある。継続教育はカレッジや訓練校に通うこ

とで単位を取得する。これらの単位は，全国資格枠

組の各資格に連動しており，単位認定は資格取得に

より行う。職場訓練は，徒弟訓練とNVQ訓練とに分

類される。NVQ訓練は，仕事をしながら各NVQ資格

に対応した内容の訓練を受ける。徒弟訓練は，NVQ

と複数のGNVQ，キースキルズと呼ばれるIT，コミ

ュニケーション，問題解決，数理処理，自己啓発な

どの基礎能力の資格を組み合わせてパッケージにし

た訓練で，産業分野ごとに競争力向上のために組織

している団体（SSC: Sector Skills Councils）がその

組み合わせを設定している。徒弟訓練はこうした組

み合わせに基づいて，職場でNVQ訓練を受け，

GNVQやキースキルズに関する訓練を学校や訓練校

などの教育訓練機関で受講する混合訓練である。表

２に示すように，職場訓練は24歳以下の若年者を中

心に51万人以上に実施している。このうちの15.4万人

が徒弟訓練を受けている。職場訓練は，表３に示す

ように，19歳未満がレベル２を中心に，19歳以上が

レベル３を中心に訓練を受けている。継続教育は年

齢を問わず専門能力を習得する教育として位置づい

ている。約2500万人程度といわれる英国の就業人口

からすると，相当の割合の若年者が職場訓練を受講

している状況がみて取れる。

２.３　NVQ資格の特徴と取得方法

NVQは特徴的な資格である。まず，SSCがその産

業分野のさまざまな職場で働く者が有すべき能力リ

ストを作成する。これが，全国職務標準（NOS：
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 年齢層 職場訓練受講者 継続教育受講者

 19歳未満 360.4 729.3

 19－24 150.9 551.6

 25－29 6.9 417.6

 30－39 0.2 886.2

 40－49 0.2 755.2

 50－59 0 283.8

 60－ 0 363.2

 不明 0 19.5

 計 518.5 4206.2

単位（千人）

 年齢層 資格レベル 職場訓練受講者 継続教育受講者

 19歳未満 L1+Entry 74.4 134.3

  L2 165.4 191.5

  L3 52.0 383.9

  L4,5，HE 0.1 1.6

  不明 0.0 18.0

 　　　　小　計  291.9 729.3

 19歳以上 L1+Entry 3.0 1489.3

  L2 117.7 967.8

  L3 103.2 474.7

  L4,5，HE 2.7 69.8

  不明 0.0 475.3

 　　　　小　計  226.5 3476.9

 　　　　総　計  518.5 4206.2

単位（千人）

表２　職業訓練受講者数（年齢層別）2

表３　職業訓練受講者数（資格レベル別）3

 
職種別

 職場訓練 継続教育
  受講者 受講者

 事務・管理・専門職 52.3 370.8

 建設 55.7 109.3

 エンジニアリング，技術，製造 101.1 158.3

 英語，語学，コミュニケーション 0.1 251.0

 基礎プログラム 0.0 612.0

 ヘアドレッサー，美容，セラピー 36.1 115.1

 健康，社会福祉，公的サービス 55.4 675.2

 接客，スポーツ，レジャー，旅行 45.9 337.9

 Humanities 0.0 145.2

 情報コミュニケーション技術 10.4 749.0

 土木，土地利用 11.1 56.5

 小売，カスタマサービス，交通 59.8 62.4

 科学，数学 0.4 147.6

 ビジュアル，演劇，メディア 1.1 281.1

 不明 89.1 134.7

 計 518.5 4206.2

単位（千人）
表４　職業訓練受講者数（職種別）4



National Occupational Standard）である。カバーす

る産業分野は表４に示すように広い。資格を設定し

授与する団体 （AB： Awarding Body）は，NOSに

示された能力ごとに，その能力を有していることを

証明するために受験者が示さなければならない証拠

の提示方法リストを作成することで，NOSを資格化

する。これを，国（QCA：Qualification and

Curriculum Authority）が認定して，NVQs （NVQ

は一般名称で，ｓ をつけると個別の職種のNVQ資格

を意味する。）となる。受講者に対するNVQs の資格

認定がどのように行われるかを少し詳しく紹介しよ

う。

受講希望者は，訓練機関にNVQ訓練の受講登録を

する。訓練機関は，訓練生の受け入れの提携をして

いる企業と訓練契約を交わし，受講者をその企業に

派遣して訓練を実施する。

NVQsは，ユニット，エレメントに分類されてお

り，訓練はエレメントごとに実施する。訓練機関と

職場の訓練担当者は相談をして，エレメントの学習

に適した職場を決めて受講者を配属する。職場では

訓練担当者を責任者として，図１のように示されて

いる各エレメントに必要な能力を習得するための仕

事を受講者に行わせる。受講者は図２に示すように

仕事の成果を記録する。数週間（４～６週）に１度，

訓練機関の担当者が訓練を行っている職場を訪問す

る。そこで受講者，職場の訓練担当者，訓練機関の

担当者で，学習した成果を確認する。受講者はこの

期間に実施した仕事の成果を示して，エレメントに

示された仕事ができるようになったことを証明する。

訓練機関は仕事の成果をもとに，エレメントに示し

てある能力を習得したことを評価する。不十分であ

ると判断すれば，職場の担当者と相談して再度学習

する方法を指示する。図３の右のメモがその記録で

ある。エレメントの学習が修了すれば，次のエレメ

ントを学習するための仕事を決め，その後の数週間，

その仕事に就く。その企業にエレメントを学習する

適当な職場がない場合は，他の企業に訓練を依頼す

る。

こうしてすべてのエレメントを修了すると，ユニ

ットごとにABからユニットの学習修了が認定され

112/2006

図１　エレメントに示された必要能力リスト（左）と各　
能力に対応した証拠（Evidence）の集め方の指示（右）

図２　ある項目の能力を習得したことを示す証拠（左）
とNVQs レベル３の訓練で，２年半の間に収集し
た証拠の山（右）

図３　NVQsの認定証（左:ユニット名が内容として記述　
されている）と６週ごとの評価時の記録（右）



る。NVQsに必要なユニットの認定がすべて終わる

と，NVQsを取得したことを認定される。徒弟訓練

の場合は，このほかにカレッジに通うなどして，別

に必要とされる資格を取得する。NVQ  Level ３を中

心とした徒弟訓練を修了するためには，職種による

が約３年程度の訓練を受けることになる。図３の左

が，NVQsの認定証である。

訓練機関は①NVQ訓練の提供者，②資格認定の評

価者としての適格性に関してABの認定を受ける。さ

らに訓練経費として支払われる公費は，職種ごとに

基準額が定められている。これに前年の訓練修了率

（資格取得率）を加減して訓練機関に支払われる。こ

れは，質の悪い訓練への公費の支払いを防ぐ仕組み

である。

２.４　英国の職業能力開発制度の特徴

ここまで紹介してきた英国の職業能力開発制度の

特徴をまとめると，次の２点を指摘できる。

第１は，資格制度が職業能力開発制度の社会的イ

ンフラとして機能していることである。職種ごとに

必要な能力が資格の形で社会的に認知されており，

職業能力開発で扱う内容は，それを基準にしている。

これに呼応して，各業界団体がその業界で働く場合

のキャリアパスも，図４に示すように資格を中心に

示されている。学校教育で習得する能力も，学校卒

業資格ではなくGCSEなど基準の明示された資格で証

明していることも興味深い。

第２は，NVQ訓練はかなり柔軟な訓練方式である

が，資格に結びつけていることである。NVQ訓練で

実際に訓練を実施するのは，訓練指導者としての教

育を受けていない職場の上司や先輩である。そのよ

うな人たちに訓練機関が，学習すべき能力，学習す

る場所，仕事の方法，証拠の集め方などをアドバイ

スすることで，訓練が成り立っている。また評価は，

仕事の成果を証拠として認定することにしている。

その結果，多少の混乱や批判５はあるものの，年に30

万人ものNVQs取得者がいるほど，社会的に認知さ

れている。その背景には，無資格の若年者の増大へ

の対応が求められたことがある。NVQの発足当時，

高校中退者など，資格を取得せずに社会出て，質の

低い仕事を繰り返すだけで能力を高められない状況

があった。そうした状況のなかで，教室で机に向か

うことが不得手な若者に対して，仕事をするなかで

キャリア形成できる仕組みとして活用されているの

がNVQなのである。

３．わが国の職業能力開発・評価制度

３.１　わが国の職業能力評価制度の状況

わが国では，職業能力評価制度の整備は，若年者

向けに限らず，数次の「職業能力開発基本計画」に

必ず盛られてきた職業能力開発行政の基本政策の１

つである。職業能力開発行政としては，「技能検定」

「技能審査認定制度」「社内検定認定制度」などの整

備を行ってきた。他方で，公益法人等改革の「いわ

ゆるお墨付きの廃止」のため，各種技能審査事業を

廃止する方針が示された６。例えば，文部科学省認

定技能審査制度である「青少年および成人の学習活

動に係る知識・技能審査事業の認定に関する規則」，

厚生労働省の「技能審査認定制度」などがその対象

となった。わが国ではこのように，“資格”をどのよ

うに扱うべきであるかの基本的な合意ができていな

い。それは資格が，就業制限などの特権的な地位を

維持するための制度から，職業に必要な一定の能力

の基準を示して職業訓練や能力認定の基準とする制

度，学習の成果を評価するための制度まで幅広い制

度を包含しており，またそれが公共のインフラとし

ての側面と営利を得るための商行為の側面をもって

いるにもかかわらず，それぞれの役割やあり方を整

理せずに混同して扱ってきたことによる。本稿では，

「資格とは何か，職業能力評価制度とは何か」の議論

は避け，いずれも「有している能力を公証する制度」

ととらえ，文脈で使い分けている。

３.２　職業能力標準制度の広がり

近年，英国の資格制度の状況などを参考に，わが

国でも職業能力標準作成の取り組みが広がっている。

これまでのわが国の資格は，比較的狭い範囲の能力

を評価するものであった。そのためか，資格を持っ

ていることが，その分野の職業人として十分な能力
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を有していることを証明していないという暗黙の了

解があったように思う。こうしたなかで最近は，あ

る職業に必要な，かなり広範囲の能力のすべてを標

準的に示そうとする気運が高まっているようだ。厚

生労働省は，ビジネスキャリア制度で，ホワイトカ

ラー分野の職業人に必要な能力基準７を示していた。

経済産業省もIT分野（ITスキル標準）８，組込ソフ

トウェア分野（組込みスキル標準）９，ファッショ

ン分野10，バイオテクノロジー分野11の人材のスキル

標準を公表した。また，若年者が社会人として有す

べき能力の基準として社会人基礎力を公表した12。厚

生労働省はまた，包括的職業能力評価制度に基づく

職業能力評価基準等の整備13を進めている。これはす

でに，電気機械器具製造業，ホテル業など23業種で，

それぞれの分野の職業人が有すべき能力を整理し公

表している。若年者向けには，YESプログラム14を実

施している。これは，これから就職しようとする若

年者が基礎的に有しているべきコミュニケーション

能力，職業人意識など５分野の能力を有している者

を認定するプログラムである。国が実施する職業能

力開発の委託を受けている雇用・能力開発機構も，

産業分野ごとの職業人が有すべき職業能力を生涯能

力体系15として整理している。（これらの標準を以下

｢能力標準｣という。）

能力標準は，教育訓練や資格の基準として活用さ

れることが期待されている。しかし，ビジネスキャ

リア制度やYESプログラムのように要件を満たす教

育訓練を認定する制度がいくつかあるものの，能力

標準に基づく教育訓練や資格を積極的に国が策定す

る例は少ない。

３.３　職業能力の開発制度と評価制度の関係

わが国の職業能力開発制度は，これまで職業能力

評価制度との関係が希薄であった。就業制限の課さ
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図４　エンジニアリング業界団体SEMTAが示しているエンジニアのキャリアパス
学校教育や大学教育，徒弟訓練などさまざなルートがあるが，最終的にNVQsを取得することが示されている
http://www.enginuity.org.uk/enginuity/newpages/images/cln07v7.pdf



れた資格に関連した教育訓練を除けば，教育訓練の

修了が資格と結びつくものはほとんどない。職業訓

練における普通課程や専門課程のように，長期間の

訓練の修了時に技能照査の実施を義務づけているこ

とが，若干，技能検定との関係を感じさせるくらい

である。つまり職業訓練は，その“修了”が一定の

職業能力を有していることの公証と結びついていな

いのである16。英国の職業能力開発との最も大きな違

いがここにある。

この意味から「若者自立・挑戦プラン」に示され

た日本版デュアルシステムは，画期的な側面を有し

ている。それは，訓練終了時に，OJT，Off-JTのい

ずれについても能力評価を行うこととしていること

である17。この能力評価が，前項で示した能力標準を

基準として実施されるのであれば，まさに画期的と

いえる。しかし後に示すように，現状では残念なが

らそうはならないだろう。

４．まとめ

４.１　残された課題

能力標準が各業種や若年者の基礎的な能力にまで

広がっている状況は，英国のNVQの状況に似ている

ようにみえる。しかしそこには，大きな差がある。

問題は大きく２つある。

第１は，能力標準を何に利用するかの合意が形成

されていないことである。ビジネスキャリア制度，

YESプログラムなどは，基準に合う講座や試験を認

定するという使い方をしている。ITスキル標準や組

込みスキル標準は，キャリアデベロップメントや社

内教育の基準として活用してもらいたいとして，各

種資格との関連は示すものの，資格を認定するよう

なことはしていない。それは，包括的職業能力評価

制度も同様である。生涯能力体系は，機構が行う訓

練内容の選択に利用されるが，訓練の修了は訓練内

容を修得したことを証明するものではない。日本版

デュアルシステムの訓練終了時の能力評価は，教育

訓練機関での訓練修了分は，課程の“終了”と訓練

期間中に取得した資格名で示される。企業での訓練

修了分は，訓練期間中に習得を目指した能力リスト

について習得の可否を示すものである。いずれも既

存の資格以外は，能力標準を満たすことを公証する

ものではない。つまり，能力標準は作ったが他の制

度との連携はしておらず，その活用はユーザにゆだ

ねられている，ということである。

第２は，能力標準が一定のルールで作成されてい

ないことである。これまでみてきた能力標準は，さ

まざまな団体が作っている。一般からみれば，それ

ぞれがどのような関係にあるのかもわからないし，

どれだけの職種がカバーされているのかもわからな

い。能力標準の記述方法も，まちまちである。この

ような状態では，例えば「国が行うべき職業訓練と

して公費の対象とする教育訓練を認定する基準」な

どの，一定のルールに基づいた活用もできないだろ

う。

４.２　職業能力評価制度整備への示唆

本稿でみてきた職業能力の開発制度と評価制度が

密接に結びつく制度は，いわゆる高度な熟練技能の

継承よりも，若年者に対する基礎的な技能の継承に

役だつと思われる。英国の制度が若年者中心に実施

されている状況も，この考えを示唆する。わが国の

制度を英国のそれと比較すると，制度の種類が不足

しているわけではない。能力開発制度も能力標準も

評価制度もわが国は持っている。しかし，重大な問

題は制度間の連携がとれていないことである。英国

に学ぶとすれば，資格あるいは職業能力評価制度を

社会的なインフラの視点でとらえることが求められ

る。その第１は，さまざまな場所で行われている能

力標準を一元的に管理することである。第２は，能

力標準に示された能力の習得方法・評価方法・習得

に当たっての公的な支援体制を明確にすることであ

る。第３は，現状は制度間の整合がとれていないと

はいえ，訓練を実施する側としては各種の能力標準

を意識した訓練を計画すべきである。短期課程はも

ちろん，普通課程や専門課程でも，訓練基準が設定

されているとはいえ訓練内容を柔軟に計画する余地

は残されている。
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